
 

 

 

川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市における幼稚園教育の充実と振興を図るため、公益社団法人

川崎市幼稚園協会（以下「協会」という。）に対する補助金の交付について、川崎市補

助金等の交付に関する規則（平成１３年川崎市規則第７号）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「幼稚園」とは、学校教育法(昭和２２年法律第２６号)に規

定される私立幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。）であって、川崎市内に設置され

協会に加盟する幼稚園を、「認定こども園」とは、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）に規定される幼保連

携型認定こども園であって、川崎市内に設置され協会に加盟する認定こども園をいう。 

（補助の対象者） 

第３条 この補助金の交付を受けることができる者は、協会とする。 

２ 協会は、前項の補助金に係る業務を自ら執行し、又は幼稚園及び認定こども園に配分

することにより、次条の補助対象事業を実施するものとする。 

（補助対象事業） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業、補助額の算定及び補助対象経費の範囲等は、

別表第１から別表第３までに掲げるとおりとする。 

（補助金額） 

第５条 この要綱に定める補助金の交付金額は、予算の範囲内とする。 

（市内中小企業者への優先発注） 

第６条 協会は、補助金等の交付決定額が１，０００，０００円を超え、かつ補助対象事

業に係る物品及び役務の調達等を行う場合において、次のいずれかに該当するときは、

市内中小企業者（川崎市補助金等の交付に関する規則第５条第２項にいう中小企業者を

いう。以下同じ。）により入札を行い、又は２者以上の市内中小企業者から見積書の徴

取を行わなければならない。ただし、市長が契約の性質上これらの方法により難いと認

31川 こ子幼第 11号 

平成 31年 4月 1日付 

市 長 決 裁 



める場合又はその必要がないと認める場合は、この限りでない。 

（１）１件の金額が１，０００，０００円を超えるとき。 

（２）その他市長が必要と認めるとき。 

（補助金の交付申請） 

第７条 協会は、この補助金を受けようとするときは、川崎市幼稚園協会事業補助金交付

申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 申請書には、次の書類を添付しなければならない。 

（１）事業計画書 

（２）補助事業等に係る収支予算書又はこれに代わる書類 

（３）その他、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び通知） 

第８条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を決定し

た場合は、川崎市幼稚園協会事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により協会に通

知するものとする。 

２ 市長は、申請書の補助申請金額と交付する補助金の額が異なる場合は、前項の通知に

理由を付して協会に通知するものとする。 

３ 市長は第１項の規定により補助金の交付を行わないことを決定したときは、その理由

を付して川崎市幼稚園協会事業補助金不交付決定通知書（第３号様式）により協会に通

知するものとする。 

（補助金の請求） 

第９条 協会は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けたときは、速やかに補

助金交付の請求書を市長に提出しなければならない。 

（幼稚園及び認定こども園の経理処理） 

第１０条 幼稚園及び認定こども園は、第３条第２項の規定による補助金の歳入科目を、

市補助金収入に計上するものとする。 

（補助金の変更・中止・廃止申請） 

第１１条 協会は、補助金の交付決定を受けたのち、事業計画書の事業内容及び経費配分

等に変更や事業を中止又は廃止する場合においては、川崎市幼稚園協会事業補助金に係

る事業の変更・中止・廃止承認申請書（第４号様式。以下「承認申請書」という。）に

より、市長に承認を受けるものとする。 

２ 前項の申請書には、次の書類を添付しなければならない 



 （１）事業変更計画書 

 （２）収支変更予算書 

 （３）その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、第１項の申請があったときは、その内容について審査し、承認の可否につい

て決定し、川崎市幼稚園協会事業補助金に係る事業の変更承認決定通知書（第５号様

式）を協会に通知するものとする。 

（実績報告書等の提出） 

第１２条 協会は、補助事業が完了したときは、その日から３０日を経過した日又は補助

金の交付決定を受けた会計年度の３月３１日のいずれか早い日までに、川崎市幼稚園協

会事業補助金実績報告書（第６号様式。以下「報告書」という。）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の報告書には、次の書類を添付しなければならない。 

（１）事業報告書 

（２）収支決算書 

（３）発注実績報告書 

（４）入札（見積り）が行えないことに係る理由書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

３ 協会は、前項第３号に定める発注実績報告書については、対象経費のうち、１件の金

額が１，０００，０００円を超える支出となる案件について記載するものとし、第６条

の規定により市内中小企業者による入札、又は２者以上の市内中小企業者から見積書を

徴取した場合は、結果の分かる書類の写しを添付するものとする。 

４ 協会は、市内中小企業者から見積書を徴取する場合は、市内中小企業者であることの

誓約書を提出させるものとする。ただし、川崎市の競争入札参加資格者有資格者名簿に

登載され地域区分が市内かつ企業規模が中小として登載されている者、又は協会に対し

て直近の４月１日以降に記載内容（住所、商号又は名称、代表者職氏名、資本金の額、

職員総数）に変更がない誓約書を提出した者を除く。 

５ 協会は、第２項第４号に定める入札（見積り）が行えないことに係る理由書について

は、第６条ただし書の規定により、市内中小企業者による入札又は２者以上の市内中小

企業者から見積を徴取し難い事由がある場合に提出するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第８条第１項及び第１１条



第３項の規定による交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助金を補助目的以外の用途に使用したとき。 

（２）交付決定後に生じた事情により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

ったとき。 

（３）その他この要綱の規定に違反したとき。 

（補助金等の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、補助事業の当

該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその額

を返還させるものとする。 

（補助金等の額の確定等） 

第１５条 市長は、第１２条に規定する報告を受けた場合には、その報告に係る補助事業

の成果が補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合することを確認したうえで、

交付すべき補助金の額を確定し、川崎市幼稚園協会事業補助金補助事業交付確定通知書

（第７号様式）により、協会へ通知するものとする。 

（証拠書類の整備） 

第１６条 協会、幼稚園及び認定こども園は、補助事業に係る収支に関する帳簿等の証拠

書類を整備し、これらの書類を補助事業年度の翌年度より５年間保存しなければならな

い。 

（調査に対する協力義務） 

第１７条 協会、幼稚園及び認定こども園は、補助金交付申請書及び事業計画書等の関係

書類に記載した補助金の使途等に関し、市長が必要な調査をするときは、これに協力し

なければならない。 

（委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、こども未来局長が定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱（平成20年4月1日付20川市こ企第17号 市長決

裁）は、廃止する。 



附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年６月３０日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

（２川こ子幼第２１号 令和２年６月３０日局長決裁） 

  附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年２月２４日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

（２川こ子幼第８９号 令和３年２月２４日市長決裁） 

（預かり保育事業の預かり保育実施日数における特例措置） 

２ 令和２年度については、新型コロナウイルス感染症対策により、臨時休園又は分散登

園を行い、預かり保育を実施できなかった場合、別表第１（第４条関係）３預かり保育

事業に規定する「預かり保育実施日数」に、当該期間における預かり保育計画日を含め

ることができる。  

附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１月６日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

（３川こ子幼第107号 令和４年１月６日市長決裁） 

（預かり保育事業の預かり保育実施日数における特例措置） 

２ 令和３年度については、新型コロナウイルス感染症対策により、臨時休園又は分散登

園を行い、預かり保育を実施できなかった場合、別表第１（第４条関係）３預かり保育

事業に規定する「預かり保育実施日数」に、当該期間における預かり保育計画日を含め

ることができる。  

附 則 

この要綱は、令和４年１１月１日から施行し、令和４年１０月１日から適用する。 

（４川こ子幼第２９８号 令和４年１１月１日市長決裁） 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（４川こ子幼第６９７号 令和５年３月３１日市長決裁） 

  （政令指定都市私立幼稚園団体協議会川崎大会の開催に伴う特例） 



２ 別表に定める補助事業に係る規定の適用について、令和５年４月１日から令和６年３

月３１日までの間、次の規定を追加するものとする。 

別表第１ 

事業項目 事業内容 補助の範囲等 

政令指定都市私立幼稚

園団体協議会川崎大会

運営事業 

政令指定都市私立幼

稚園団体協議会の開

催に必要な経費の一

部を補助する。 

第３条第２項の規定により協会が

受領する補助金額は１，０００，

０００円で、補助対象経費は別表

第２のとおりとする。 

別表第２ 

事業項目 補助対象経費となるもの 

政令指定都市私立幼稚

園団体協議会川崎大会

運営事業 

共通項目 事業別項目 
① 講師謝礼（講師１回当たりの限度額は

別表第３のとおりとする。） 

② 研修会等会場借上料（駐車場代を含

む。）  

③ 研修保険料  

④ 垂れ幕  

⑤ 研究・研修に係る印刷代 （報告書・

要項・リーフレット等）  

⑥ 複写費  

⑦ 郵送料  

⑧ 事務用消耗品費  

⑨ 研修材料費  

⑩ ホームページ維持管理費（サーバー料

を含む。）  

⑪ その他、社会通念上必要と認められる

経費 

― 

附 則 

この要綱は、令和５年５月１５日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

（５川こ保幼第７５号 令和５年５月１５日市長決裁） 



附 則 

この要綱は、令和５年８月２３日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

（５川こ保幼第３０２号 令和５年８月２３日市長決裁） 

附 則 

この要綱は、令和６年２月２２日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

（５川こ保幼第６２８号 令和６年２月２２日市長決裁） 

   附 則 

  この要綱は、令和６年６月１４日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

（６川こ保幼第６２号 令和６年６月１４日市長決裁） 



別表第１（第４条関係） 

事業項目 事業内容 補助の範囲等 

１ 幼稚園教育

充実振興 

事業 

幼稚園及び認定こども園の

教育内容の充実と園児の保

護者の経済的負担の軽減を

図るため、幼稚園の教材教

具等の購入にあたり、必要

な経費の一部を補助する。 

子ども・子育て支援法第２７条第１項により確認を受

けた特定教育・保育施設は対象外とする。 

 

（１）第３条第２項の規定により幼稚園及び認定こど

も園が受領する補助金の額は、次に掲げる幼稚園

割及び学級数割の該当区分に応じて算出するもの

とし、補助の対象となる経費は、国及び県の補助

事業に要する経費を除き、補助対象経費に掲げる

とおりとする。 

 

 
※１園あたりの在園児数は、５月１日現在の 

在園児数を基準とする。 

 

     

 
※学級数割は、５月１日現在の実学級数を 

乗じた額とする。 

 

     

（６）園バス燃料費

補　助　対　象　経　費

（１）教材教具等消耗品費

（２）光熱水費

（３）修繕費

（４）通信費

（５）印刷製本費(広報に係るものを除く。)

（13）臨時・非常勤職員経費

（14）その他、必要と認められる経費

（７）安全・施設整備維持に係る委託費

（８）賃借料

（９）保健衛生費

（10）行事費

（11）教育研究機器備品費

（12）図書購入費

 
 

（２）補助金を受領した幼稚園及び認定こども園は、

事業年度終了後、その使途に係る報告書を作成

し、協会に提出するものとする。 

 

 

１園当たりの在園児数

※

１園当たりの補助単価

（限度額）

１００人以下 １，８００，０００円

１０１人～２００人 １，６００，０００円

２０１人～３００人 １，４００，０００円

３０１人～４００人 １，３００，０００円

４０１人以上 １，２００，０００円

幼　稚　園　割

学　級　数　割

１学級当たりの補助単価（限度額）※

５０，０００円



事業項目 事業内容 補助の範囲等 

２ 特別支援 

教育研究 

研修事業 

幼稚園及び認定こども園に

支援を要する幼児を積極的

に受け入れ、特別支援教育

に係る調査・研究及び教育

実践を促進するため、必要

な経費の一部を補助する。 

第３条第２項の規定により幼稚園及び認定こども園が

受領する補助金の額は、次に掲げる該当園児割及び指

定園割により算出するものとし、協会が受領する補助

金の額は研究及び教員研修のとおりとし、補助の対象

となる経費は別表第２のとおりとする。（子ども・子

育て支援法第２７条第１項により確認を受けた特定教

育・保育施設は対象外とする。ただし、指定園割につ

いては、この限りでない。） 

 

（１）該当園児割 

ア 国又は県の補助対象となる者 

補助単価１７０，０００円を限度として、国又

は県の補助対象者となる園児数を乗じた額とす

る。 

イ 国又は県の補助対象とならない者 

補助単価２１０，０００円を限度として、国又

は県の補助対象とならない者で、協会に設置され

る特別支援教育対象児認定委員会により認定され

た園児数を乗じた額とする。 

 

（２）指定園割 

補助単価１７０，０００円を限度として、特別

支援教育対象児認定委員会に研究指定を受けた園

数を乗じた額とする。 

 

（３）研究及び教員研修 

補助金額は７，２２５，０００円とする。 

 

 

３ 預かり保育

事業 

地域における子育て支援を

推進するため、保護者の要

請に応じて通常の教育時間

の前後において預かり保育

を 実 施 し て い る 園 を 対 象

に、必要な経費の一部を補

助する。 

第３条第２項の規定により幼稚園及び認定こども園が

受領する補助金は実施園（１日に２時間以上の預かり

保育を継続的に実施し、協会理事会で適当と認められ

た幼稚園及び認定こども園をいう。）割とし、補助金

の額は、預かり保育実施日数の区分に応じ、次表のと

おりとする。（子ども・子育て支援法第５９条に基づ

く地域子ども・子育て支援事業として実施する「幼稚

園型一時預かり事業」を受託した園は対象外とす

る。） 

預かり保育実施日数 １園あたりの補助単価（限度額）

１００～１５０日以下 １３０，０００円

１５１日～２００日 １５０，０００円

２０１日以上 １７０，０００円

１８時半以降実施（上乗せ分） １２５，０００円

７時半以前実施（上乗せ分） １２５，０００円

実　施　園　割

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業項目 事業内容 補助の範囲等 

４ 子育て支援

事業 

地域連携を促進するため、

園庭開放や未就園児への体

験保育、子育て相談等、地

域の保護者に広く子育て支

援事業を提供する園を対象

に、必要な経費の一部を補

助する。 

第３条第２項の規定により幼稚園及び認定こども園が

受領する補助金は実施園割とし、１園あたりの補助単

価は５０，０００円を限度とし、補助対象事業は、次

に掲げる地域連携を促進する事業とする。 

 

（３）子育て相談・幼児教育相談事業

（４）子育てに関するセミナー、研修会、講演会等の開催事業

（５）地域との交流・連携・情報交換事業など

補　助　対　象　事　業

（１）未就園児に対する事業

（２）園地・園舎開放事業

 
 

５ 父母教育 

研修事業

（子育てセ

ミナー） 

幼児期の家庭における教育

の充実を図るため、子育て

をしている父母を対象に、

子育てに関するセミナーを

実施するにあたり、必要な

経費の一部を補助する。 

 

第３条第２項の規定により協会が受領する補助金額は

１，３５９，０００円で、補助対象経費は別表第２の

とおりとする。 

６ 幼稚園教育

研修研究 

事業 

幼稚園及び認定こども園の

教職員の質的向上を図り、

保育指導や技術向上のため

に行う研修研究事業の実施

にあたり、必要な経費の一

部を補助する。 

 

第３条第２項の規定により協会が受領する補助金額は

８，８１７，０００円で、補助対象経費は別表第２の

とおりとする。 

７ 園児健康 

安全事業 

幼稚園及び認定こども園の

在園児の健康管理のため、

尿検査に係る、必要な経費

の一部を補助する。 

 

第３条第２項の規定により幼稚園及び認定こども園が

受領する補助金は園児割とし、補助単価は１９２円を

限度として、尿検査を受診した園児数を乗じた額とす

る。（子ども・子育て支援法第２７条第１項により確

認を受けた特定教育・保育施設は対象外とする。） 

 

８ 園児健康 

診断事業 

幼稚園及び認定こども園の

在園児の健やかな成長を確

認するため、定期健康診断

に係る、必要な経費の一部

を補助する。 

 

第３条第２項の規定により幼稚園及び認定こども園が

受領する補助金は幼稚園割とし、補助単価は４０，０

００円を限度（認定こども園（幼稚園型認定こども園

を含む。）は補助単価に実施回数を乗じた金額とし、

１２０，０００円を上限とする。）として、園児の定

期健康診断に係る経費のうち嘱託医に対する報酬を補

助するものとする。 

 

９ 幼稚園教諭

人材確保 

事業 

幼稚園及び認定こども園に

おいて、適正な運営を行う

のに必要な人材を確保する

ために、就職説明会等を実

施するにあたり、必要な経

費の一部を補助する。 

 

第３条第２項の規定により協会が受領する補助金額は

１，８００，０００円で、補助対象経費は別表第２の

とおりとする。 

 

 

 

 

 



別表第２（第４条関係） 

 

事業項目 

 

補助対象経費となるもの 

共通項目 事業別項目 

特別支援教育 

研究研修事業 

①   講師謝礼（講師１回当たりの

限度額は別表第３のとおりとす

る。） 

② 研修会等会場借上料（駐車場

代を含む。） 

③ 研修保険料 

④ 垂れ幕 

⑤ 研究・研修に係る印刷代 

（報告書・要項・リーフレット

等） 

⑥ 複写費 

⑦ 郵送料 

⑧ 事務用消耗品費 

⑨ 研修材料費 

⑩ ホームページ維持管理費（サ

ーバー料を含む。） 

⑪ その他、社会通念上必要と認

められる経費 

 

①特別支援教育研究研修事業 

相談室アドバイザー（統

合保育指導援助）に対する

交通費を含めた人件費 

（相談室アドバイザーを講

師として、研修を行う場合

の講師謝礼の限度額は別表

第３のとおりとする。） 

父母教育研修事業 

（子育てセミナー） 

 

― 

幼稚園教育研究研修事業 

 

②幼稚園教育研究研修事業 

  夏期宿泊研修参加補助 

  １園当たり２人まで（１

人単価１２，０００円を限

度とする。） 

幼稚園教諭人材確保事業 

 

 

― 

 

  



 

別表第３（第４条関係） 

幼稚園協会 川崎市補助金対象講師謝礼基準 

１回当たりの限度額（１回とは、研修時間が２時間以上４時間以下とする。） 

金額 講師種別 

１２０，０００円 夏期宿泊研修会全体会講師・幼児教育研修大会全体会講師 

７０，０００円 
夏期宿泊研修会分科会講師・幼児教育研修大会分科会講師・５月新任 

研修会講師・子育てセミナー（対象者１００名以上）講師 

４５，０００円 

その他研修講師 

（大学教授・文部科学省視学官・国立教育政策研究所部長・公務員部長・

民間部長・所長・館長・医師・弁護士・その他部長級等） 

４３，０００円 

その他研修講師 

（文部科学省調査官・国立教育政策研究所課長（総括研究官）・公務員 

課長・民間課長等） 

４０，０００円 その他研修講師（大学准教授・大学講師Ａ（元教授・専任）等） 

３５，０００円 
大学講師Ｂ（非常勤）・文部科学省係長・市外校長・教頭・市外指導主事

（元・現）・公務員係長・民間係長・国家資格取得者・臨床心理士等 

３３，０００円 大学助教・学芸員・市内元校長・元教頭等 

３０，０００円 教諭（元・現）・企業専門職等 

なお、遠隔地から講師を招聘する場合等において、その往復分の交通費実費相当額を加算すること

ができる。 

 

特別支援教育研修事業における相談室アドバイザーによる統合保育指導援助に対する謝礼基準 

１日当たりの限度額 

金額 内容 

１９，０００円 特に高度の見識と専門的知識を必要とするもの。 

 



（第１号様式） 

 

年度川崎市幼稚園協会事業補助金交付申請書 

 

                            年   月   日 

 

（宛先）川崎市長 

 

                 申請者 住  所 

                     法 人 名 

                     代表者名              

 

 

 川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、次のとおり交付申

請します。 

 

１ 申請額 

 

     金                       円 

 

２ 申請額の算出方法 

 （別紙）交付申請額算出内訳表 

 



（第２号様式） 

                         川崎市指令こ子幼第   号 

 

 

                     住  所 

                     法 人 名 

                     代表者名 

 

 

川崎市幼稚園協会事業補助金交付決定通知書 

 

     年   月   日付けで申請のあった    年度川崎市幼稚園協会事業補

助金について、川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、次の

条件を付けて                 円を交付します。 

 

 

      年   月   日 

 

                      川 崎 市 長 

 

 

補助金交付条件 



（第３号様式） 

                         川崎市指令こ子幼第   号 

 

 

                     住  所 

                     法 人 名 

                     代表者名 

 

 

川崎市幼稚園協会事業補助金不交付決定通知書 

 

     年   月   日付けで申請のあった    年度川崎市幼稚園協会事業補

助金については、次のとおり不交付と決定しましたので、川崎市幼稚園協会事業補助金交

付要綱第８条第３項の規定に基づき、通知します。 

 

（交付しない理由） 

 

 

     年   月   日 

 

                      川 崎 市 長 



（第４号様式） 

 

年度川崎市幼稚園協会事業補助金に係る事業の変更承認申請書 

 

 

                           年   月   日 

 

（宛先）川崎市長 

 

                 申請者 住  所 

                     法 人 名 

                     代表者名              

 

 

 川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定に基づき、次のとおり関係

書類を添えて申請します。 

 

 

１ 事業の変更理由 

 

 

２ 事業の変更年月日 

 

 

３ その他添付書類 

  



（第５号様式） 

 

年度川崎市幼稚園協会事業補助金に係る事業の変更承認決定通知書 

 

 

                                    号 

                            年   月   日 

 

               様 

 

                       川崎市長 

 

     年   月   日付け   第   号で申請のありました川崎市幼稚園協

会事業補助金に係る事業の変更承認について、次のとおり決定しましたので、川崎市幼稚

園協会事業補助金交付要綱第１１条第３項の規定に基づき、通知します。 

 

 

１ 決定内容 

 

 

２ 承認の条件 



（第６号様式） 

 

年度川崎市幼稚園協会事業補助金実績報告書 

 

                             年   月   日 

 

（宛先）川崎市長 

 

                 申請者 住  所 

                     法 人 名 

                     代表者名              

 

 

     年   月  日付けで交付決定を受けた川崎市幼稚園協会事業補助金に係る

補助事業について、川崎市幼稚園協会事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき、

次のとおり、報告します。 

 

１ 事業実績 

 

２ その他添付書類 

 

 交付要綱第１２条第２項に規定に基づく添付書類 



（第７号様式） 

 

      年度川崎市幼稚園協会事業補助金補助事業交付確定通知書 

 

年   月   日 

 

             様 

 

                     川崎市長 

 

     年  月   日付け   第   号で申請がありました   年度川崎市

幼稚園協会事業補助金については、次のとおり確定しましたので、川崎市幼稚園協会事業

補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、通知します。 

 

１ 交付確定額 


